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1 ． は じ め に

　中国 は 、 1978 年 に 改革 開放政策 を実施 し て 以来 、経済 制度や 企業運 営構 造 が 著 し い 変化 を示

し、特に 1990 年 代 に は証 券市場 の 導入 とその 発展 は計 画経済体制か ら市場経 済体 制 へ の 転換

を大 い に促 進 した。会 計 は証 券 市場発展 に お け る重要な保 障条件で あ る と同時 に 、証券市揚 の

発 展 も会計制 度 、 特 に財 務会計 の 改革を促 進す る。また 、徐 々 に 改訂 され る会 計基 準お よ び 会

計制度 の 制定 は 証 券市場 の 健全 な発 展 を推進す る。現 代財 務会 計 の 理 論 と方 法 の 形 成お よ び そ

れ に 関連す る研 究 は、証券 市場 の 発 展 とともに推 し進 め られた 。本 論で は 、 1990 年代 以 来 、 中

国証券 市場 の 発展 と中 国の 上 場 会仕 に お け る独特 の 制度 と の 関連 、お よびそれ らの 会計 改革 へ

の 影 響 、 特に 会計基準 と会計制度 の 制 定 を促 進 した経過 を論 じ る こ とにす る。

2 ． 中国証券市場 の 沿革 （1991 年
一 2003 年）

　 1949 年 に 、中華 人民 共和 国が 建 国 され て か ら相 当長い 間 、 国有経済は強 い 主導 的地 位 を 占め 、

私 有経済は ほ とん ど姿を消 した 。国有企 業 の 改 革に 伴い
、 1980 年 代 半 ばか ら、中国政府 は少 数

の 企 業で 試 験 的に株 式会社制 度を導入 し、公 開株 の 発 行 をは じめ た 。 1990 年末 ま で 、上 場会 社

（OTC ）は わず か 13 社 で あ っ た。1990 年 12 月 上海 証券取引所 、1991 年 7月 深釧 証券取 引所

がそれ ぞれ 設 立 され 、そ して 1992 年 10 月 に 中国証 券規制委員会 （China　Securities　Regulatory

C 。mmission ） が 設置 され た 。 こ うして は中国政 府 が株式 会祉制度の 試 行 を広 げ よ うと企 て た 。

しか し 、 1992 年 ま で 、中国 の 経済学界で は 株式会社制度 の 本 質に 関 し て 大 きな論争が あ り、

1995 年 ま で 株 式会社制度は まだ 試行段階で あ っ た 。 1996 年か ら中 国政府 は 株式 会 社制 度 を モ

デ ル に す る現 代企 業制度 を全 面的 に 押 し広 げ る こ とを 明確 に表 明 し 、 1998 年 に株 式 会社 制度は

公 有制 （public　ownership ）実 現 の 重要 なパ タ ーン で あ る こ とを確 定 し 、 1999 年 に は 国有経 済を

戦 略的 に 調整 し た 。きらに 、2003 年 に 、株 式会 社制度 は 公 有制実 現 の 主 要 なパ タ
ー

ン で あ る こ

と も明確 に確 定 した 。 こ れ は 、 中国政 府が 強力 に 証 券 市場 を発 展 させ 、
一

歩
一

歩株 式会 社制 度

の 試 行 を 普及 させ よ うと示 し て い る。 こ の 十 年 以 来 、 中国 の 経 済学 界で は f株 式 会祉 制度 の
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本 質 1 に 関 し て 論 争 が 続 い て い る が 、中国政府 は ま ず試験的 に 株式会社 制度 を導入 し 、そ の 後

全 面 的 に普 及 させ て きた 。
こ の よ うな模索 の 中 、 新体制 へ の 転換は 、 株式会社制度 に基 づ い た

国有経済は 著 し い 発展 を遂げ た 。 表 1 に示 した よ うに 、 上海 、深 馴証 券取 引所 に 上場 し た 会社

数 も増 え つ つ ある 。

　上海 、 深 圸1両証 券取 引所 で 上 場 され て い る会 社 は 、国内の
一

般 投資機 構や 個 人 に 対 して は A

株
2
を発 行 し 、 海外投資機構お よび個人 に は B 株

3
を発 行す る こ とがで きる 。 しか し、2001 年

2 月 21 日か らは 中国 国 内住 民 も B 株 の 購 が 入 で き る よ うに な っ た 。 さ らに 、
一

部 分 の 国 内企

業は 、直接 、香 港 、ア メ リカ な どの 海 外取 引市場 で も株 式 を発 行 で きる よ うに な っ た。「東方 早

報 」 （2004 年 12 月 ） に よ る と、1993 年 中国大陸企 業
4
が 香 港で 上 場 し は じめ て か ら、2004 年

10 月 まで 計 280 社 の 中国大陸企 業が 香港で 上場 し 、 香港の 上場会社数 の 四 分 の
一

、総 取 引高

の 半分 、市価総額 の 三 分の
一を 占め る こ とが分か っ た 。 こ の よ うに 、中国大 陸企 業の 香 港証 券

取引 市場 へ の 上 場 は 、香港 証 券市場 の 強大 に も貢献 し た 。

　 しか し 、 上場会 社 の ほ とん どは 、短 時 間の 中に 国有 企業 か ら株 式会 社 に 体制 を変 更 したた め 、

総 体か ら い えぼ、総株 式 の 約 三 分 の 二 は 国有株 ま た は 国有法 人株 で あ る 。 こ れ らの 株 式 は市 場

で の 取 引 が 認 め られず、協議 に よ り転売す る こ とが 許可 され る 。 した が っ て 、実際 に証 券 取 引

所 で 流通 して い る株式 は 総株 式 の 三 分 の 一
にす ぎない

。 ま た 、株が相 対的 に集 中され 、さ らに 、

最 も株 式 を多 く握 る株 主 は 非流 通株 をも つ 割合 が 高い ため、「一株 主が 特別 に 大き い 」と い う局

表 1 中国上場会社の 発 展

時価総額 流 通 証 券の 市価

年末
上 場会社

　　数

GDP

（十億）

時価総

　　額

（十億）

GDP

（％）

流通証券の 市価

　　　（十億）
GDP

（％）

1992 53 2663．8 104．8 3，95 NA NA

1993 183 3463．4 353．1 10，20 NA NA

1994 291 4675．9 369．1 7，89 96．5 2．06

1995 323 5847，8 347．4 5．94 93．8 1．60

1996 530 6788．5 984．2 14，5 286．7 4．22

1997 745 7477．21752 ，9 23，44 520．4 6．96

1998 851 7974、81950 ，6 24．46 574．5 7．20

1999 949 8205．42647 ．1 31．82 821．4 10，00

2000 1088 8940 ．4 4809 53．78 1608 ．7 18，00

2001 1160 9593．3 硅352．2 45，37 1446 ．3 15．07

2002 1224 10217 3832．9 37．51 1248．5 1・2．22

2003 1287 11669 ，44245 ．8 36．38 1317．9 11．29

注 ： 中 国証 券規制 委員会 HP に よ り、筆者 が整理 し作成 した も の で あ る 。
　 NA は デー

タが な

　 　い こ と を意味す る。
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面 を 招い た 。
こ れ は 中国 の 上 場会 社 の 株 構成 の 最 も重 要な特徴 の

一
っ で ある。

　証 券 市場 にお い て 、流通株 の 投 資 家も増え つ つ あ る 。 2003 年 12 月 まで 、 上 海 、深 別 両証券

取引所 で は 、計 7
，
025 万 口座 が 開 設 され 、計 29 の基 金管理 会社 （F。und 　management 　c。mpany ）

が 109 口 の 基金 を管理 す る 。 うち 、 開放 式基金 （open −end 　fund）は 55　a 、 その 総額 面価 値 1，171

億 元 、時価総 額 は 1，150 億元 で あ る。 しか し 、 全 体か らみ れ ば 、流通 株 の 投資家が 多 く、流 通

株 が 比 較 的 に分散 され、 口 座 を開設す る機 関投 資 家が 少 な い 。

　
一

方、証 券市場 に 深 くか か わ りが あ る仲介 機構 もそ の 発 展 を示 した。2003 年 に 、 計 122 の

証券 会社 に よる売 買代 金 の 総額 は 58，078．36 億元 で あ る 。 その うち 、 主幹 事会社は 117 社 で あ

る。 こ の 117 社 は約 69328 億元 の 資本 を募集 し て い る 。 さらに 、 営業収益 が 10 億元 を越 えた

の は 4 社で あ り、総利 益 が 1 億元 を上 回 っ た の は 6 社 で あ る。 2003 年 末 、122 社 の 証 券会社

の 総資産 合計が 4，895，65 億元 、 正 味資産合計が 1，215 ．14 億元 とな っ て い る。 また総資産 が 百

億元 を上 回 っ た の は 9 社で あ る 。 ま た 、 2004 年 3 月末 ま で に 、 証 券取 引 に従 事す る資格 を持

っ 事 務所 が 計 72 所、
鹽
証券取 引に従事 す る 資格 を持 つ 会計士 が 計 2

，
013 名 に な っ た 。 2002 年 6

月 末 時点 で 、証 券投 資諮 問会 社は 計 155 社 、うち専業 会社 は 111社、兼業 会社 は 44 社 で あ り、

証 券 投資ア ドバ イ ザーの 資格 を有 す る人は約 1，800 人 あま りで あ る。

3 ． 中国上場市場 の 特徴

3 ． 1　 上 場の 経 過

　 中国は 長 い 問計 画経 済体 制 を実施 して き たため 、欧米 の 「登録制 」 と違 い
、 株 式会社制 度 の

試 行 中、 「行 政審査制 」 と 「計 画限度額制 1 の 両面か ら企業 の 上揚資格 を審議 ・認 可 す る 制 度 を

採 用 して きた 。 す な わ ち、上 場 し よ うとす る企 業は 、 主 管行 政機 関の 許 可 を得 て 、工 業 ・商 業行

政機 関 に体 制変 更 を、証 券監視 部 門に 株式 の 発行 を 、 証券取引所 に上場 を 申請す る 。 こ の 制度

は、計画経 済 の 銀行 を中心 にす る金 融監 視 モ デ ル か ら生 ま れ た もの で あ り 、 そ の 生成 の 理 由は 、

以 下 の 3 点が 挙 げられ る 。

　   株式会祉 制度 の 試 験的な性格か ら生 ま れ た 。

　   中国人民銀行の 貸付計画 に よ り資金が 制限 され るた め ．

　  企 業 で 試験的に 株式会祉制度 を導入す る条件 （例 えば ノ ウハ ウ）お よ び 投資項 目は 数多

　　　 く の 行政機関 の 審議・許 可 を 得な けれ ば な らない か らで あ る、

　 1996 年以 前 で は 、 国有企 業か ら株 式会社に 移行 し、上 場 し た企 業 の ほ とん どは 、「直 通電 車」

に乗 っ た よ うに 、 体 制変更 、 株 式発 行お よび 上場は短時間の 中で 完成 した 。 しか し、こ の よ う

な上 場過 程 は 、企業 の 体 制変 更 の 不徹底 を招 き、上場会社の 管理 に 「後遺 症」 を もた らし た。

　 「行 政審査 制」 と深 く関 わ る の は 「計画 限度額 制 」 で あ る 。 これ は 中国 人 民 銀 行 は発 行 済 の

株 式 数を全 国総資金 の 計 画 に取 り入 れ る こ とで あ る 。 すな わ ち、中央政府 は 証 券市場発 展 に対

し て の 制 御 が で きな くな る こ とを恐れ る ため 、発行 済 の 株 式数 を厳 し く コ ン トロ ー
ル し て い た。

1993 年 に は 、発 行 済 の 株 式数 を 全 面的 に コ ン トロ ール し、計画 的 に株式 限度額 を規 定 した 。

1996 年末 は 、発 行 済 の 株 式数 を全 面 的に コ ン トロ
ー

ル す る よ うにな り、上 場 会社数 も制 限 した。

さ らに 、国家重 点企 業は 計 1000 社 、現代 企業制 度 を試 行 して い る 企 業 は 計 100 社 、 そ の 他 の

企 業 計 56 社を優先的に 上場 させ 、そ して 農業、 エ ネル ギ ー、交通 、通信 、重要 な原材料な ど

の 基礎 産 業お よび ハ イ ・テ ク ノ m ジー産業 な どの 上 場 を支 持す る政策 を と っ た 。体 制 を変更 し、

上場す る基本条件など の 制限 の た め 、また国有企 業 の 歴 史 上の 原因の た め 、 さ らに 「計画 限度
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額 制 」 の 変化 の た め 、こ れ らの 会社 は 「分 割 上 場 」 ま たは 「合 併上場 亅 の 形で 上 場 した揚合 が

多か っ た。　 「分割 上場 」 とは 、企業 が 上 場す る 前 、会社経営 と直接 に 関係 の な い 資産 と負債 を

取 り除き 、会 社経 営 と直接 関係 あ る資 産 だ け残 し て か ら、体制 を変更 し、株 式 の 発 行 と上場 を

申請す る こ とで あ る 。
「合併上 場」 とは 、幾 つ か の 独 立 し た会 社 が合併 し 、

一
つ の 会 社 に な っ て

か ら、体制 を変更 し、株 式 の 発行 と上場 を 申請 す る こ とで あ る 。

　 規 定 に よ る と、株 式 を発行 し よ うとす る 会社 は 、直近 3 年間の 財 務報 告 を提 出 しな けれ ばな

らな い 。他 方 、「分 割 上 場 」 または 「合 併上 場」 の 形 で 上 場 した 揚合 は、「分割 1 また は 「合併亅

後 の 企 業 を主体 と し、前 年度 の 財 務諸 表 をシ ミ ュ レー
シ ョ ン しな けれ ばな らな い

。 シ ミ ュ レ ー

シ ョ ≧に は 小 規模 の シ ミ ュ レ
ー

シ ョ ン と大 規模の シ ミ ュ レ ーシ ョ ン が あ る 。 小規模 の シ ミ ュ レ

ー
シ ョ ン は 、 組織構 造 、 会計 政策 の 調 整 、誤謬 の 更正 な どを含 み 、大規模 の シ ミ ュ レ ーシ ョ ン

は 、 小規模の シ ミ ュ レ
ー

シ ョ ン に加 え て 、 さ らに公 募価 格 、税金な ど （税率変更 の 考 慮） をシ

ミ ュ レ
ー

シ ョ ン す る 。 　 しか し 、
「分割上 場 1 また は 「合併 上 場 」 に は 合理 的な か っ 公 開 した規

定 が なか っ た た め 、具体 的な体制変 更 中には 、不 合理 な方 法 が た く さん 現れ た 。 　ま た 、 1993

年 以 来 、会 計基 準お よび 会計 制度は常 に変 わ っ て い る た め 、帳簿を も とに した シ ミ ュ レ ー シ ョ

ン 財務 諸 表 は比 較 性 を欠 い て い る 。 さ らに 、長 い 間、株 式発行 は過 去 の また は 予 測上 の 利益 に

よ っ て 、安 易 に発 行価 格 を決 め るた め、上場 会社 が 「分割上揚 」また は 「合併 上場 」 の ときに 、

シ ミ ュ レ
ー

シ ョ ン した財務諸表 に は虚偽 の 書類 ・
報告 が 存在す る可能性 はない とは い えな い 。

　企業 の 上場 は 、地域 に 大量 の 資 金 を もた らすだ けで は な く、地 域 の 就 業 率 を 高 め 、経 済 の 発

展 を促進 し、GNP 増加 の 潜在 力 も大 き くな り 、 地 方 政府 の 業績 も高 く評価 され る。したが っ て 、

「行政 審査 制」 と 「計 画 限度額 制」の 下 に 、
上 場過程 は資本 市揚 の 競 争 に も とつ くの で は な く、

政治過 程 に 変わ っ た （尚 正 、 2003 ）。 こ の た め、2001 年 3 月 、新株 の 発 行 は 「核 準制」
5
に 基

づ く f通 道 制」
6

（passageway）に 改 め られ た 。す なわ ち、株 式 の 発 行 は 全面 的に 主幹事 会 社 に

よ る推薦 制 を と り、お よび そ れ に 応 じ る 「核 準 制」 を 実施す る こ とで あ る。 これ は 、証 券市 揚

の 諸参与 主体 が 、
「各 自そ の 職務 に 司 り、各 自その 職務 に尽 く し、各 自その 責任 を と り 、 各 自そ

の リス ク を負 う」 とい わ れ る 「責権関係 」 （責任 と権利 の 関係 ）を形成 した 。 企 業 の 上 場過程 は

以 前 よ り大い に 変 わ っ た 。 2003 年 9 月 22 日 、 中国証券 規制 委員会 は 、 『さ らに株 式 初 回発 行

お よび 上場 に 関す る諸事項 を規範 す る通知』を公表 し、「完 全上場」
7
を 始 め 、そ して 、上場 し

よ う とす る会 社 は 公 開株 を発 行 す る前 に 、少 な く と も 3 年 間以 上 の 経営が 要求 され た。 こ うし

て 、 シ ミ ュ レ ーシ ョ ン 財務 諸表 は 編成 され な くな り、財務諸表の 虚偽性 を大幅 に低 め る よ うに

な っ た。2004 年 8 月 31 日、 中国証 券規制委員会は 、萩株 の 発 行 は 「諮価 制 」 を 実施す る。す

なわ ち、始 めて 公 開株 を発 行す る会 社お よび そ れ を 推薦 した 主幹事 会社 は 、適格 国 内機 関投 資

家 （Qualified　Domestic　lnvestors） と適格 国外機 関 投資家 （Qualified　Foreign　lntuitional　lnvestors）
の 意 見 交換 を行 っ て 、公 募価 格 を決 め る制 度で あ る。2004 年 12 月 、中国証 券規 制委員 会 は 、

2005 年 1 月 1 日か ら新株 発 行 時 、
「諮価制」 を 実施す る こ とを 明確 に確 定 した 。 中国の 株 式発

行 制度は
一一
歩

一
歩市場化を遂 げ つ つ あ る と予想で き よ う。

3 ． 2　 経 営 の 過 程

　体制 を変更 して 上 場 の 後 、上 場 会社 は正 常 な生産 、経 営状 態 に 入 る 。 中国 はまだ 計画経 済か

ら市場経済 へ の 変更 中で あ り 、 行政機 関 と企 業 は事 実上 分離 して い な い た め 、行 政機 関は 行政

手段 に よ り企 業 の 経 済活 動 に 、例 えば 国有企 業の トッ プ 経営者 の 任免 な どに 干渉 す る こ とが あ

る 。 国有 企業 に と っ て は 、た とえば就職 率 、 税収 、経済効 果 を確 保す る た め の よ うな相 互 に 矛
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盾す る多重 の 経営 目標 を与 え られ るこ とが 最 も厳 し い 問題 で あ る （許 小年 、2000 ）e 上 場会社、

特に 「国有控株 j8 の 上 場会社 は政策上 の 負担 を負 い 、ゆるい 財務 的制約 （soft 　financial　constraint ）

が発 生す る 。

一
方 、政府 は 企 業 に い くつ か の 優遇 政策 も与 え た

。
し たが っ て 、 国有控株 上場会

仕 の 会 計 上 の 業績は 必 ず し も企業経 営者 の 実 際の 能力 を反 映 して い な い とい え よ う。

　 中国 証券規制委 員会 は上 場会社 の 株主割当発行 の 制約 条件を設 けた 。た とえば ROE に 関 し

て は 、時期毎 に 異な っ て い る 。 1994 年 に は、ROE は 3 年 間の 平 均 で 10％以上 と規 定 され 、1996

年 は直 近 3 年 に つ き毎年 の ROE を 10％ 以上 と し、1999 年 に は 直近 3 年 の 平均 RQE が 10％以

上 で か っ 毎 年 の ROE を 6％ 以上 とし 、 2001 年で は 直近 3年 につ き、毎年 の ROE も 6％以 上 と

変 わ っ て きた 。 ま た 『会社 法』で は 、直近 3 年 連続損 失計上 の 場 合、会社 の 取 引は 停止 され る

規 定 があ る 。 1998 年 に公 表 され た 『上 場規則 』で は 、2 年連続 して 損失 を計 上 した場合 の 特別

処理 （ST ： Specia1　Treatment） を規定 した 。 こ の よ うに 、中国証 券規 制委員会の 剛性 管制
9
お よ

び マ ク ロ 経済環境 の 変化 の た め 、上 場 会社 は 、た とえば債務整 理 、 機会 資産 の 再編 、特 別 利 害

関係 者 との 取 引 、財 務 管理 の 委託 な どの か つ 利 益 操作 （earnings 　manipulati 。n ） を行 う動機 が 極

め て 大 きい 。欧米の 上 場 会社 が
， 発 生項 目 （ac 。rued 　item）の 調 整に よ り利 益管理 を行 うの と違

っ て 、中国 で は 、上 場会社 が 投資政策、経営 行為 な どに よ り利益操 作を行 うケー
ス が ほ と ん ど

で あ る 。 した が っ て 、 これ らの 利益 操作行為 を抑制す るため、 どの よ うに 会計 基準 また は 会 計

制 度 を作 り出す か は 、中国財 政部 に とっ て 最 も厳 し い 問題 で あ る。

4 ． 上 場市場 の 発 展 に応 じ る 会計改革

4 ． 1　 会計制度改革 の 主 な経緯

　 1978 年 に 改革開放政策が実施 され て 以 来 、中国は伝統的な計画 経済か ら市場経 済 へ 、公有

制 の 絶対 地 位か ら多種 多様 な体制 の 並 存 へ 、過去 の 閉鎖的 政策 か ら対外 開放 政策 へ 移行 し、会

計 を取 り巻 く環境 も著 し く変 わ っ て きた 。 した が っ て 、会 計に お け る改革 も行 わ ざ るを えな い

状況 に 直面 し て い る 。 試 験 的 に 株 式 会 社制 度 の 導入 に応 じ 、 中国財 政部 は 、 1992 年 5 月 『試

験的 に 株 式会社 制 の 導入 に 関す る企 業会計 制度』を （1998 年 に 『株 式会杜 会計制度 』に 、さら

に 、2001 年 『企業会 計制 度』 に 改めた）、同年 11月 に 『企 業会 計基 準』 を公 表 した 。 1993 年

か ら中国財政 部 は 具体 的 な会 計基準 を作 り、 1997 年に 具体 的な会 計基 準第 1 項 『関連 会 社 と

の 関係 お よび取 引 の 開示 』を公 表 した 。 表 2 に 示 す よ うに 、
2002 年 末ま で 、計 16 項 目 の 具体

的 な会計 基準 が公 表 され た 。

　 中国財政 部 は 、また 『企業合併』、 『資産 減損』、 『外貨 換算』 お よ び 『セ グ メ ン ト別 報 告』な

どの 具体 的 な基準 に お け る意 向諮 問書を制 定 した 。 同時期 、中国証 券規制委 員会 も上 場会 社 に

お け る情報開 示 の 監視 を 強 化 し、 1993 年 か ら現在 まで 計 8 項 目の 『上 場 会社 の 情報 開示 の 内

容 と 書式基 準』 を公 表 した 。 中国財政 部 は、具 体的 な会 計基 準 を制 定す る こ とは 毀 階的 か っ 長

期計 画 で あ りなが ら 、 現実 で は 会計制 度の 制定は切 実な閙題 で ある こ と を意識 し、定 期的 に 会

計制 度 を公 表 す る よ うに して き た 。 こ うした 各 業界 の 会計制度 を ま とめ る うえ 、2001 年 末、中

国財政 部が 『企業会計制度』 を公 表 した。 こ こ 10 年余 り の 努力 に よ り、中国は 具 体 的な会 計

基 準お よび 企 業会計制 度を核心 と し 、 中国証 券規制 委員 会が公 表 した 上 揚 会社 の 情報開示 の 内

容 と書 式基 準 を 補足 とす る 上 場 会社 の 財務 報告 編成 と情報開示 に お け る規範 化 体系 を立 て た 。
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表 2 中国財 政部 が 公表 した具体的 な会計基 準

具体的な会計 基準 公 布 時間 適用 範囲

1 関連 会社 との 関係 お よび 取引 の 開示 1997 年 1 月 上 場 会社

2 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ．一 1998 年 1 月
☆

全企 業

3 後発 事 象 1998 年 1 月 上 場 会社

4 債務 整理 1999 年 1月
★

全企 業

5 収益 1999 年 1 月 上場会社

6 投資 1999 年 1月
曹

上場 会社

7 契約の 結 1999 年 1 月 上 揚 会社

8 会 計政策 、会 計 評価の 変更 及び 会計誤 謬 の 訂正 1999 年 1月 ＃ 上 揚 会社

9 非貨幣項 目取 引 2000 年 1月
霊

全 企 業

10 偶 発 事象 2000 年 7 月 全 企 業

11 無形 資産 2001 年 1月 株 式 会社

12 借入 金費用 2001 年 1 月 全企 業

13 リース 2001 年 1 月 全企 業

14 固 定資産 2002 年 1 月 株 式 会社

15 棚卸資産 2002 年 1 月 株 式 会社

16 中期 財務報告 2002 年 1 月 上 場会社

注 ： ＊ は 2001 年 に 改訂 され 、＃は 2001 年 に改訂 され て か らす べ て の 企 業に適用 され る こ と

　　を意 味す る。

　表 2 か ら分 か る よ うに 、 公 表 され た 具体的な諸会計基 準お よび 新 し い 会計制度は ほ とん ど上

場会社 ま た は 株 式会 社 と深 く関 わ っ て お り、公 表 の 背 景 に は 証 券市場 の 要請 が ある とい え よ う。

上述 の よ うに 中国 の 上 場 会社 に お け る特 有の 背景 の た め 、利 害 関係 者間の 取引 が 存在 し、 さ ら

に利 益 関係者 間 の 取 引 を利用 して利益 、 市場 を操 作 し 、 不正 な取引 を行 う企業 もあ る 。 したが

っ て 、関連 会社 と の 関 係 お よび 取引 の 開示 は 、
上 場会社 の 透 明 度お よ び 税収 と証 券市揚 へ の 監

視 を 高 め る た め だ けで な く、国 際会 計基準 と の 協調 の 面で も重 大 な意 義 を も っ て い る。た とえ

ば、 1996 年 の 「疎 民源 事件 」 （関連会社 と の 取 引 に よ っ て 、 不 正 な利益 を公 表 ）の 発 生 が 、第

1 項 の 具体 的 な会 計基 準 『関連会社 と の 関係お よ び 取引の 開示 』 の 登場 を導 い た 。

　 また 、

一部分の 上 場会社は 、株主割 当発行 ま た は損失を避 ける た め 、債務整理 、収 入 を もた

らす 業務 の 虚構 、投 資契 約の 改変 な どに よ っ て利 益操 作 を行 う。た とえば、「世紀 星源 事件 」 に

よ り、『債務 整理 』お よび 『収 益』の 基 準が 公 表 され た 。 そ の 他 、中国財 政部 は 上 揚会 社 の 会 計

デー
タ に よ る利 益操 作 を防 ぐた め 、 2001 年 12 月 21 日 『関連会社 間 の 資産 売 買 の 会 計処 理 問

題 に お け る暫定規定』 を公 表 し、関連会 社 間 の 取 引か ら生 まれ た 、従来 の 会 計制度 で は 損 益 と

認識 す る金 額 を 、資本積 立金 と認識 し、貸借 対照表 に 計 上 す る よ う改 めた。 こ の 制 度 は 、理 論

上 の 拠 り所 が 欠 けて い るが 、 上場会社 の 利益 操作を抑制す る うえで 効果を発揮 した 。
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　非 貨 幣項 目取 引 の 基準 は す べ て の 企業 に 適用 され るが 、そ の 公 表 も上場 会社 と深 く関 わ っ て

い る 。 近年 、 中国 は隣 国 との バ ー ター取 引が盛ん に な っ て きた た め、 1994 年 、中 国財 政 部 は 、

「バ ー タ ー取 引」 にお け る会 計基 準を制定 しは じ め 、 1995 年 、 証 券市場 の 発 展 に応 じて 、当基

準 の 範囲 を広 め 、『非貨幣項 目取 引の 基 準』 と改め た 。 さらに各 関係者 の 意見 を聴取 し、1999

年 6 月 に こ の 基 準 を正 式 に公 表 した、上場 会社の 非貨 幣資 産交換の 行為 を規 制 す る こ とが こ の

基 準 の 最 も重 要 な 目的で ある ．

4 ． 2　 2000 年 に お ける会計制度の 改革

　 2000 年 12 月 29 日、中国財政 部 は 『企 業会 計制度』を公 表 し 、2001 年 1 月 1 日か ら株 式 会

社 を 対象 と し て 暫定的に 実施 され た 。 こ れ は 中国が 1992 年 に 企業 会計 基準 を公 表 し て 以来 、

会計に お け る も う
一

つ の 重要 な改 革で ある 。 こ の 制 度 は 、過去 十年に お け る会 計基 準 、 会計制

度改 革の 総決 算 で あ る。 こ の 制度 は 、非貨 幣項 目取 引 、偶発 事 象、会計調 整 、 関連 会社 との 関

係 お よび 取引 な どに お け る具 体的 な会 計基 準 も含み、 さらに 中国 の 国情に 合わ な い 規定 を修 正

した。

　その 主 な 目的 は、資本市場 にお い て 、債務 整理 、特別 利害関係 者 との 取 引 、 資産 再編 、非 貨

幣資産 交換 、対 外投 資、偶発 事象 に よる利 益操作 を抑制 し、WTO 加 入 の 準備 を整え る こ とで

あ る 。

一
般 に 、1992 年の 会計改革が 単な るモ デル 転換 で あ る の に 対 して 、2000 年 に お け る会

計 改革 は よ り具体的 な も の で あ り、国際会 計 との 調和 を図 る も の で あ る と い わ れ る 。

　今 回 の 会 計 改革 に お け る主 な考 え方 は 、 会計基準 と会計制度 と の 並 存が 長期 間 に わ た る こ と

で あ る。 中国財 政 部は 、 r現段 階で は 、少 な くな い 会計担 当者 が 会 計基 準 に対する 理解が な く 、

さ らに い か に 会計 基準 に よ り会計 処理 を行 うか も知 らな く 、 逆 に 会 計制度 は か れ らに と っ て 比

較 的 に な じみ が あ るた め 、た だ ちに会計基 準 を求 め る の は 現実的で は な い 。 」 との 見 解 を示 し て

い る 。 し た が っ て 、こ の 考え方に よ り、会 計基 準 の ほ か
、 中国 は ま た い くっ か の 会 計制度 を制

定 し、主 に 『企業会計制度』、『金 融保 険企 業会 計制度』、『小 企業 会計制 度』な どの 会計制度か

らな る 。 また 、会 計上 の 算定方 法 に 関する 専門的な規定な ども含まれ る 。 さらに 、市場 第 2 部

が 登場 し て か ら、無形 資産 の 認 識 ・評 価 に 関 わる 薪た な会計制度 を設 立す る 可 能性 も浮上 し て

きた。

　具体 的 な 内容 に おい て は、『企 業会 計制度』も変 わ っ て きた 。 主 に以 下 の 4 点 が 挙 げ られ る 。

　  会計 上の 算定方法 に お け る基 本原則 で は 、
「形式 よ り本質 を重視 す る原 則 」 を会 計制 度 に

　 　 　取 り入 れ た 。

　  保 守 主 義会 計 の 適 用 は 以 前 よ り徹底 的 に行 わ れ た 。1993 年、保 守主 義会計 は た だ 一部 の

　　　適用 、 すな わ ち貸倒準備金 、 低価 基準だ けで あ っ た 。 1999 年 、4 つ の 項 目に っ い て 引 当

　　　金 を 要求 し 、す な わ ち受取 勘 定 、在 庫品、短 期投 資 、 長期投 資な どで あ る。2001 年 1

　　 A1 日か ら 、さ らに 8 つ の 項 目に つ い て 引当金 を要求 し、す なわ ち長期請負工 事 、無形

　　 資産 、固定資産、委託 銀 行貸付元 金 な ど で あ る。 しか し、企 業 は密 か に 引当金 を準備 し

　　　て は い け な い
。 さら に 、 虚 構 した 資産 を貸借 対照 表か ら取 り除 き、資産 は 引 当金 が 除外

　　　され た 後 の 現在の 実現可 能純 資産 で 計上 す る こ と と規定 した 。 上 述 した よ うに 、「保 守主

　　 義 会計 」 の 適用 に対 して 、中国財 政部 の 考 え方 にお ける 変化は 非常に 大 きい の で あ る 。

  　 「公 正 市揚価 値」概念の 使用 を廃止 す る。2000 年 前の 会 計基 準お よ び 会計制度 は公 正 市

　　 場価 値 の 概 念が 多 く使 われ て きた。 しか し、中国は まだ経済体制 の 変更途 上 に あ り、証

　　 券市揚を 含む 経 営環境は ま だ健全 的で は ない た め 、公 正 市場価値 の 取得 が難 し く、非貨
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　　幣項 目取 引 によ る損益 は 真実性 が 欠 けて い る。 した が っ て 、 中国則 政 部は 、非 貨幣資 産

　　交換 に お い て は 、売 却資 産 の 帳簿価 額 を買取資産 の 取 得価 額 と規定す る。

  　企 業は 、非 正 常 な手段 に よ り収益 を 計上す る こ とが さ らに 難 し くな る ． 中国財 政部 は 、

　　債務整 理 を行 う期 問 におい て 、 収益 を認識 しない と規定 し た 。 また 、 非貨幣資産 交換の

　　基 準 で は 、資産 の 種類が 同
一

で あ る か の 区別 を無 く し、収 益 を認 識せ ず 、貨幣 性 資産 を

　　受 け取 っ た場合 の み 収益 を認 識す る と規定 した。

5 ． 終わ り に

　前述 し た よ うに 、他 の 国 と同 じ よ うに 、中国の 会 計基 準お よび 会計 制 度 の 発展 も証 券 市場 の

要請 に よ り推 し進 め られ て きた 。 そ し て 、中国の 証 券市 揚 と上 場会 社 の 独 自性 は 、また会 計基

準お よび 会計制度 の 特 殊性 を規定す る こ と とな っ た 。 中国 にお け る証 券 市揚 の 発 展 と正 常化 お

よ び 成熟化 に 伴い 、い わ ゆ る 「中国の 特色」 が だん だ ん 少 な く な り 、 中国の 会計基 準お よ び 会

計制度 は ます ます 国際会計の 慣例に 従 うで あろ う。

注

1 本 論文 は 、2004 年 9 月 16 日 、 立教大学 で 開催 され た 日本管理 会 計学 会 2004 大会 に お け

　る 講演 を べ 一 ス に して い る 。 翻訳 は 楊 霞（中国 ・西 安外 国語 大 学専任講 師 、青 山学 院大 学大

　学 院博 士 後期 課程）が 担 当 した 。

2　 A 株 は、中国国 内投資家の み が売買 を許 可 され る 。 上海証 券取 引所に よ る と、
”
Ashares

　are 　co 皿 mon 　stocks 　issued　by　mainland 　Chinese　companies ，　subscribed 　and 　traded 　in

　Chinese　RMB ，
　listed　in　main1 孤 d　Chinese　stock 　exchanges ，　bought　and 　soid 　by　Chinese

　 nationals ．　A　share 　market 　was 　launched　i皿 1990．n と説 明 して い る 。

3　 B 株 は 、従来外 国 人投 資家の み売買が 許可 された が 、 2001 年か ら国 内投資家に も開放 し

　た 。 上海 証 券取引所 に よる と、
”
Bshares 　are 　issued　by　mainland 　Chinese　companies ，

　traded 　in　f｛）reign 　currencies 　and 　listed　in　mainland 　Chinese　stock 　exchanges ．　B　shares

　carry 　a　face　value 　denominated 　in　Renminbi ．　The　B　Share　Market 　was 　launched　in

　 l992 　and 　was 　restricted 　to　foreign　investors　before　February　19
，
2001 ．　B　share 　market

　hasbeen 　opened 　to　Ghinese　investors　since 　February　19，2001．
”

と説 明 して い る 。

4 　歴 史上 の 理 由 で 、

一
般 に 「中国企 業」 と い うと き、中国の 香港 、 マ カ オ の 企業 が 含 ま れ

　て い な い の が 常識 で あ る。本稿で は 、混 乱を 招か な い よ うに 、「中国大 陸企 業」 と訳 した 。

5　 「核 準制 」 とは 、 毎年 の 新規上場会社数や発行 済株式数 に 関 して は 、 制約 を課 す こ．とな

　く、上 場 基準 を満た して い る と判 断 されれ ば、上 場が 可能 とな る 制度。

6　 「核準制 」 の 下で は 、主幹 事会社は推薦 して 上 場 した 会社が 多 けれ ば 、主 幹事会 社 の 利

　益 が 多 くな る。 した が っ て 、
一時 期主 幹事会社 はで き るだ け数 多 くの 会 社 を推薦 した 。 結

　果 、上 場 す る資格 を満た す会社は 急に 以 前 よ り 1000 社余 り多 くな っ た 。 しか し 、
「核 準制 」

　の 規 定 に よ り、こ れ ら の 企業 をす べ て 上 場 させ れ ば 、 証 券市揚 に今 ま で な い プ レ ッ シ ャ
ー

　をか ける し、さ らに 新 規上 場 会社 資格 な どを審査す る人 手 が 著 し く足 りない こ とも現実で

　あ っ た 。
こ れ らの 問題 を解決 す るた め 、

「通道制 」 が 実施 され るよ うに な っ た 。
「通 道制 」
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　とは 、主幹 事会 社は 毎 回推 薦す る上 場 会社 数が 限 られ 、最 も規模が 大 きい 主幹事 会 社 で も 、

　
一

回 最大 8 社 を推 薦 す る こ と しか で きな い と規 定 した 。 さらに 、推 薦 され る会社 の 中、「核

　準制 亅 に よ り、
一

社 が上 場可 能 と判 断 され る まで 、次 の 会 社 を推 薦す る こ と が で きな い
。

　 「核 準制 」 に 基づ く 「通道 制亅 で は、主幹事会 社 へ の 制 限 に よ り、上 場会 社数 お よび証 券

　市場 の 急 速 な拡大 を コ ン トロ
ール す る の が そ の 主要 な 目的で あ っ た 。

7　 「完 全 上 場」 は 、「分 割上 場亅 に 対 し、企 業が 有す る資 産 を株式会社 に変 更す る 際 に 、 な

　ん ら の 分割 もせ ず、すべ て 上 場す る こ と で ある （1isting　as 　a　whole ）。

8　中国経済統計 デ ー
タ ベ ー

ス に よ る と 、
「国有控株 企業 ］ とは 、企 業の 全資産 の 中、国 が保

　有す る株 の 割合が 他 の どの 株主 よ りも高い 企 業を指 し、国有 経済 が有す る株 の 状 況 を反 映

　 して い る。

9　 「剛性 管制」 とは証 券規制委 員会 が厳 しい指標 な ど に よ り企 業の 経 営行 為を規制 す る こ

　とで ある （regulation 　rigidity ）。た と え ば、本 稿で 述 べ た ROE に よ る上 場会社 に対 す る

　 規定 な ど で あ る 。
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